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日時： 2012年 12月 8日（土） 14:00～17:30 




































2012 年 11 月 19-20 日に、北京で開催された国際会議 ”International Conference on Society and 













た。京都大学経済学研究科からは、博士課程 2年生の孫俊芳さんが“Trade Credit and Productivity: Evidence 
from China’s Ethnic Areas”という報告を致しました。 
（文責：京都大学東アジア経済研究センター 矢野剛） 
************************************************************************************************ 
 読後雑感 アジア編 ： ２０１２年 第６回  




                                                             小島正憲 
 
１．「カンボジア 今」   ２．「クメール・ルージュの跡を追う」   ３．「わたしが見たポル・ポト」 
















１．「カンボジア 今」  新川加奈子著  燃焼社  ２００８年２月１７日刊 





































２．「クメール・ルージュの跡を追う」  永瀬一哉著  同時代社  ２０１２年７月１０日刊 
























３．「わたしが見たポル・ポト」  馬渕直城著  集英社  ２００６年９月１０日刊 






























４．「キリング・フィールドへの旅」  波多野直樹著  連合出版  ２００６年１２月１日刊 

















































５．映画 「キリング・フィールド (The Killing Fields)」 １９８４年 イギリス ローランド・ジョフィ監督作品 
















































                                                以上 
************************************************************************************************ 
尖閣諸島の領有権について考える（改訂版） 













































                                                   
1 この注は「杉原 前掲書,p.106」となっている。この「杉原 前掲書」とは、杉原高嶺ほか『現代国際法























































                                                   









の石油探査の後だ、というものがある。この国連調査が 1968年、中国の声明が 1971年 12月だからという
のがその理由であるが、実はこの国連の調査に最も敏感に反応したのは他ならぬ日本である。琉球政府の指
示によって石垣市が国連調査の翌年 1969 年にすぐ「標杭」を建てているからである。この「標杭」こそ、
本来は 1895 年に建てられるべきであったのが(「1895 年の閣議決定」というのは実は久場・魚釣の 2 島に
「標杭」を建てるというものだった)、実は 1969年まで建てられていない。したがって、本当に問われなけ
ればならないのはなぜ 74年もこの建設が遅れたのか、何故国連調査の翌年なのかという疑問の方である。 























































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
                                                   










2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
